
国政上の重要課題への 
解決を主導する「知恵の場」 
内閣総理大臣がリーダーシップを
発揮できるよう政策選択に資する
英知を結集する「知恵の場」として、
国政上の重要課題への解決を主導します。

国政全体を俯瞰した 
立場からの企画立案・総合調整 
内閣の重要政策に関して、行政事務を分担管理
する各省より一段高い俯瞰した立場から企画
立案・総合調整を強力かつ迅速に行います。

組織と職員、職員間の信頼関係が高く、 
ワークライフバランス実現のための 
環境を備えた組織
職員個々の多様性を尊重し、創意工夫を持って	
自律的に職務に取り組める組織文化と
ワークライフバランス実現のための環境を備えた
職員エンゲージメントの高い組織を目指します。

多様化・複雑化する課題に対し 
アジャイルに対応する 

「学習する組織」
多様化・複雑化する社会課題やニーズへ応え
続けるために、組織と個人の能力を高め続ける
とともに、官民・組織内外の様々な知見を課題
解決に向け、柔軟かつ迅速に連携・共創して	
いく組織を目指します。 

国全体の在り方を考えた行政の 
実現を目指す組織
国民の立場に立ち、国全体の在り方（全体
最適）について将来展望を持って最適解を
導きます。
内閣府の役割と職員のやりがいが相乗効果
をもって拡大していくことを目指します。 

内閣総理大臣が直接担うに 
ふさわしい業務を担当
高度な専門知識・スキルを活用し、
課題解決に取り組むとともに、
国民への積極的な周知、理解促進を
進めます。

内閣府では、Mission（内閣府の役割）、Vision（組織として目指す姿）、
Values（内閣府職員の行動指針）を2023年に策定しました。
内閣府に期待される役割・機能が拡大する中で、内閣府を取り巻く
内外の環境を考慮して、今後も見直しを行います。
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そのために…
組織として目指す姿

内閣府職員の行動指針
● �国民目線から、	
国民の幸せや豊かさを追求します。

● �チャレンジ精神と柔軟性を持って	
新しい課題に取り組みます。

● �国民の信頼や期待に応えるため、	
コミュニケーションを重視します。

● �自覚と誇りを持って専門性を高め、	
組織の持つ多様性を最大限にいかします。

● �社会の一員としての役割を大切にし、	
職場外での経験を業務にいかします。

内閣府の役割
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金融、原子力損害賠償・廃炉等支援機構、原子力防災、サイバー安全保障、防災、
海洋政策、こども 少子化対策 若者活躍 男女共同参画、共生・共助、地方創生、沖縄
及び北方、アイヌ施策、消費者及び食品安全、経済財政政策、規制改革、経済安全
保障、科学技術政策、人工知能戦略、宇宙政策、クールジャパン戦略、知的財産戦略

●特命担当大臣
内閣府には、重要政策に関する企画立
案・総合調整を迅速かつ強力に行うため、
特命担当大臣が置かれています。

特命担当大臣

重要政策会議
内閣総理大臣がリーダーシップを発揮
するためには、政策選択に資する情報の
収集や政策効果の分析など、英知の結集が
ボトムアップとして重要となります。
内閣府には、そのような英知を結集する

「知恵の場」としての役割があり、経済財政
諮問会議、総合科学技術・イノベーション
会議、国家戦略特別区域諮問会議、中央
防災会議、男女共同参画会議など各分野の
専門家や関係閣僚などで構成される重要
政策会議などが設置されています。

●重要政策会議

経済財政諮問会議
総合科学技術・イノベーション会議
国家戦略特別区域諮問会議
中央防災会議
男女共同参画会議

内閣府の特徴

内閣府職員（下記組織図）

中央省庁概要図

内閣総理大臣

内閣官房長官

宮内庁

内閣官房
総合戦略機能

デジタル庁

復興庁

内閣府
●国政上の重要な課題に関する
　企画立案・総合調整
●内閣総理大臣が直接担当する
　ことがふさわしい業務
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政策統括官
（経済財政運営担当）

政策統括官
（経済社会システム担当）

政策統括官
（経済財政分析担当）

政策統括官
（防災担当）

政策統括官
（原子力防災担当）

政策統括官
（沖縄政策担当）

政策統括官
（共生・共助担当）

大臣官房 独立公文書
管理監 賞勲局 男女共同参画局 沖縄振興局

総務課
（P.31-32）

政府広報室
（P.18）

人事課
（P.1-2）

経済対策・金融担当
（P.8）

企画担当

産業・雇用担当

予算編成
基本方針担当

国際経済担当

地域経済活性化
支援機構担当

総括担当

企画担当
（P.9）

財政運営基本担当

社会システム担当

社会基盤担当

市場システム担当

企画担当

地域担当

海外担当
（P.10）

総括担当
（P.31-32）

政策調整担当

災害緊急事態
対処担当（P.12）

訓練・人材育成担当

地域防災力強化担当

調査・企画担当

企画・国際担当

地域防災担当

総合調整・訓練担当

総括担当

政策調整担当
（P.13）

企画担当

産業振興担当

総括担当
（P.23） 総務課

推進課

男女間暴力対策課
（P.19-20）

参事官

振興第一担当

振興第二担当

振興第三担当

調査金融担当

特定事業担当

総務課

国際平和協力本部

地方創生推進事務局

迎賓館

沖縄総合事務局

会計課

企画調整課

厚生管理官

公文書管理課

政策評価広報課
（P.26）

事務次官
内閣府審議官

特別の機関 施設等機関 地方支分部局

総括担当
（P.24）

経済見通し担当

総括担当
（P.19-20）

防災監

総括担当 総務課
（P.17）

経済社会総合
研究所（P.11）

防衛施設担当

政策統括官
（重要土地担当）

総括担当

政策統括官
（経済安全保障担当）

政策統括官
（サイバー安全保障担当）

総括・企画担当

特定重要物資担当

特定社会基盤
役務担当（P.16）

特定重要技術担当

特許出願非公開担当

審査官 知的財産戦略
推進事務局

科学技術・イノベーション
推進事務局（P.15）

健康・医療戦略
推進事務局

宇宙開発戦略
推進事務局

総合海洋政策
推進事務局

北方対策本部

官民人材
交流センター

日本学術会議

防災計画担当

避難支援担当

生活環境担当

食事支援担当

被災者生活再建担当

復旧・復興担当

国際担当普及・防災教育・NPO
ボランティア連携担当

重要経済安保情報
保護活用担当

国境離島等担当

生活関連
施設等担当

調査分析担当

民間資金等活用
事業推進担当

防災デジタル・
物資支援担当

救援担当

訓令によって定められている組織
●対日直接投資推進室
●地方分権改革推進室
●規制改革推進室
●計量分析室
●公文書監察室
●休眠預金等活用担当室
●孤独・孤立対策推進室　等

審議会等
●公文書管理委員会
●障害者政策委員会
●公益認定等委員会

●沖縄振興審議会
●食品安全委員会
●消費者委員会　等

青年国際交流担当

共助社会づくり
推進担当

総合政策推進担当
（P.14）

障害者施策担当

交通安全対策担当

性的指向・ジェンダー
アイデンティティ理解増進担当

内閣府本府の事務体制

※図内に記されたページには、先輩職員たちが掲載されています。

01 内閣府という組織

内閣府は、少し複雑で変わった組織の形をしています。
それは、まさに今この時に必要な政策を行うため。あるいは、日本の英知を結集させた、総理の「知恵の場」となるため。
変化し続ける世の中のニーズに対応していくために、内閣府の組織もまた、変わり続けています。

内閣府の組織体制
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